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委 託 期 限 令和 4年 7月 29日 

 

 

 

 

大阪広域環境施設組合 



業 務 委 託 概 要 

 

 

委託名称 ： 令和４年度 平野工場樹木維持管理業務委託 

 

 

委託場所 ： 大阪市平野区瓜破南 1丁目 3番 14号 

大阪広域環境施設組合 平野工場敷地内 

 

 

委託内容 ： 平野工場緑地帯等の樹木維持管理業務 

 

 

 



  

特記仕様書 P-1 

 

特 記 仕 様 書 

 

第１ 適用範囲 

１ 本業務は、本特記仕様書のほか、大阪広域環境施設組合作成による「緑地帯等維持

管理業務委託共通仕様書〔令和元年 10 月改定〕」（以降「共通仕様書」という。）に基

づいて施工しなければならない。なお、共通仕様書の入手方法は、本組合ホームペー

ジに掲載している。 

  掲載 URL：https://www.osaka-env-paa.jp/nyusatsu/yoshiki/itaku.html 

  本組合ホームページ⇒入札・契約情報⇒各種様式の提出書類一覧・様式⇒緑地帯等

維持管理業務委託共通仕様書 

２ 契約書第１条に定める設計図書（図面及び仕様書等）及び本特記仕様書の優先順位

は、①質問回答書、②特記仕様書、③図面、④共通仕様書とする。 

  ３ 契約後の提出書類については「業務委託提出書類一覧表【共通指定様式】」を参照の

こと。なお、様式については、本組合担当者又はホームページから入手すること。 

    掲載 URL：https://www.osaka-env-paa.jp/nyusatsu/yoshiki/itaku.html 

本組合ホームページ⇒入札・契約情報⇒各種様式の提出書類一覧⇒業務委託提出書

類一覧・様式 

 

第２ 業務内容 

業務の範囲及び樹木の本数及び剪定・草刈りの面積等については、別紙図面等に定める

とおりとし、詳細については監督職員の指示による。 

 

第３ 積算基準及び労務単価等の適用年月 

１ 積算基準： 土木工事工事費積算要領及び基準の運用【令和2年2月一部改定】 

※共通仮設費及び現場管理費の適用工種区分【公園工事】 

※共通仮設費及び現場管理費の「施工地域」「工事場所」【補正あり】 

「国土交通省土木工事標準積算基準書」【令和３年度版】 

２ 労務単価：「公共工事設計労務単価(国土交通省･農林水産省)」【令和４年度版】 

３ 材料単価：「物価資料(建設物価･積算資料)」【2022年2月】 

  ４ その他単価：「土木コスト情報」【2022年冬版(建設物価調査会)】 

(4) その他単価 「建設機械等損料表」【令和2年度版(日本建設機械施工協会)】 

        「公共事業建設資材価格調査報告書R03年後期（大阪市建設局）」 

 

第４ 業務の下請負人について 

受注者は、業務の一部を下請負（再委託）に付する場合には、下請負人が「大阪広域環

境施設組合競争入札参加停止措置要綱」に基づく停止期間中の者、又は大阪広域環境施設

組合契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者であってはなら

ない。 

 



  

特記仕様書 P-2 

 

第５ 履行期間について 

本業務の契約期間には、作業期間内の雨天日（降水、降雪）休日等（日曜日・祝日・夏

季休暇及び年末年始休暇）の他、期間内の全土曜日を含んでいる。また、完了検査はこの

期間内に実施するものとし、検査時に手直し指示等があった場合においても、期間内に完

了させるものとする。 

  また、委託期限には業務委託契約書第 30 条による協議期間の 14 日間の確保を図るとと

もに、事前に監督職員から協議のために必要な関係書類の提出を求められた場合には、こ

れに応じられるよう履行しなければならない。 

 

第６ 作業時間について 

本業務の現場作業時間帯は、原則休日（土・日・祝）を除く午前９時 00分から午後５時

00分の間とし、詳細については、監督職員と協議するものとする。 

ただし、休日に作業を行う必要がある作業場所については、監督職員から指示を行う。 

 

第７ 現場作業等における休日・夜間作業届の取扱いについて 

１ 設計図書に作業時間が定められている場合で、その時間を変更する必要がある場合は、

あらかじめ監督職員と協議するものとする。〔工程会議、メール等で監督職員・受注者

双方が事前に把握していれば不要（公道上の作業を除く）〕 

２ 設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日又は夜間に、公道上の

作業又は監督職員が把握していない作業を行うにあたっては、事前に理由を付した書

面により、監督職員に提出しなければならない。 

 

第８ 現場発生材の処理先について 

１ 本業務により発生した剪定枝葉、草類は、本組合の焼却工場へ搬入処分すること。 

２ 搬入にあたっては、「大阪広域環境施設組合廃棄物適正処分に関する条例」第９条に規定

する一般廃棄物の受入基準（本組合処理施設の受入基準）を遵守のうえ、搬入しなければ

ならない。 

３ 事前に監督職員と協議のうえ搬入予定日及び時間帯等を決定し、車両番号・搬入予定

量等の必要事項を業務計画書に明記しなければならない。 

 

第９ 成果品について 

１ 業務成果品は、紙印刷による報告書とする。 

２ 紙報告書は、環境に配慮した市販のパイプ式ファイル又はチューブファイル等とし、

Ａ4版を収納できる大きさで表紙及び背面に必要事項を記載すること。 

また、添付する成果関係書類は、本業務実施にあたり作成した業務計画書、実施工

程表、打合せ記録、業務実施状況写真等を添付する。 

  ３ 報告書の提出部数は、1部とする。 

 

第 10 その他 

１ その他、疑義が生じた際は、速やかに監督職員に報告し協議を行うこととする。 



  

特記仕様書 P-3 

 

  

２ 応札に当たっては本仕様書を十分検討し、疑義ある場合は質問期間内に公告文に記載

の方法によりよく質し、その内容を熟知の上応札するものとする。質問受付期間経過後

の疑義については受付しない。契約後における仕様書の疑義は、本組合の解釈によるも

のとする。 

 

 

 



 

 

コンプライアンスに係る特記仕様書 

 

 

（条例の遵守） 

第１条 受注者及び受注者の役職員は、本契約の履行に際しては、「職員等の公正な職務の

執行の確保に関する条例」（平成 27 年条例第５号）（以下「条例」という。）第５条に規

定する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、本契約について、条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたとき

は、速やかに、公益通報の内容を発注者（大阪広域環境施設組合総務部総務課）へ報告

しなければならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した

者から、条例第 11条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を

発注者（大阪広域環境施設組合総務部総務課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者が条例に基づき行う調査に協力しなければ

ならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係

る事務の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき

又は条例の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除すること

ができる。 

 

（不当要求の取扱い） 

第６条 発注者と本契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員か

ら違法又は不適正な要求を受けたときは、その内容を記録し、直ちに発注者（大阪広域

環境施設組合総務部総務課）に報告しなければならない。 

 

※大阪広域環境施設組合総務部総務課 

（連絡先：０６－６６３０－３１８５） 

 

 

（発注者：大阪広域環境施設組合 受注者：請負者又は受託者） 



 

 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

１ 暴力団等の排除について     

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、 

   大阪広域環境施設組合契約関係暴力団排除措置要綱（平成 26年制定。以下「要綱」という。）

第 2条第 4号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 5号に規定する暴

力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、

資材・原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、要綱第 2条第 8号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、 

暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購 

入契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる 

者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を解除さ 

せなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら 

れる者から要綱第 13条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、 

速やかに、この契約に係る本組合監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管する 

担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなけれ 

ばならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者 

から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告すると 

ともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく本組合に対し前号に規定する報告をしなかっ 

たと認めるときは、大阪広域環境施設組合競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行 

うことがある。 

(5) 受注者は第 3号に定める報告及び届出により、本組合が行う調査並びに警察が行う捜査 

に協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの 

不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行 

日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じること 

とする。 

 

２ 誓約書の提出について 

    受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明 

した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判断した場合はこ 

の限りでない。 

 

 

 



 

車両使用に係る特記仕様書 

 

 

１ 本契約に基づき輸送を行う際に使用する自動車（乗用車、軽自動車、二輪車を除く）

は車種規制適合車等※でなければならない。 

 ※「車種規制適合車等」とは大阪府生活環境の保全等に関する条例（以下「府条例」）

第４０条の１４第９項に定める排出基準に適合している自動車及び経過措置対象車を

いう。 

 

２ 荷物又は廃棄物等の輸送に際して、本組合職員が適合車等標章交付請求書のコピー※の

提示を求めた場合には、協力すること。 

  ※「適合車等標章交付請求書のコピー」とは、府条例施行規則第１６条の２４に基づ

いて、大阪府に提出した適合車等標章の交付請求書のコピーをいう。 

 



 

【 再委託に係る特記仕様書 】 

 

１ 業務委託契約書（経常型、成果物型、長期継続契約用）第 16条第１項に規定する「主たる部

分」とは次の各号に掲げるものをいい、受注者はこれを再委託することはできない。 

（１）委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡易な業務の再委託

にあたっては、発注者の承諾を必要としない。 

３ 受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により発注者

の承諾を得なければならない。 

４ 地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号の規定に基づき、契約の性質又は目的が競争入

札に適さないとして、随意契約により契約を締結した委託業務においては、発注者は、前項に

規定する承諾の申請があったときは、原則として業務委託料の３分の１以内で申請がなされた

場合に限り、承諾を行うものとする。ただし、業務の性質上、これを超えることがやむを得な

いと発注者が認めたとき、又は、コンペ方式若しくはプロポーザル方式で受注者を選定したと

きは、この限りではない。 

５ 受注者は、業務を再委託に付する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明確にし

ておくとともに、再委託の相手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施しなければなら

ない。 

なお、再委託の相手方は、大阪広域環境施設組合競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措

置期間中の者、又は大阪広域環境施設組合契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措

置を受けている者であってはならない。 

 

 

 

 

 

 



番号 書　　類　　名
提出
部数

提  出　期　限 摘　　　　　　要 様 式

1 業務着手通知書 １ 契約締結後遅滞なく 様式-１

2 業務工程表 １ 契約締結後14日以内

業務委託契約書第4条第1項による。

様式-２

3 業務責任者通知書 １ 契約締結後遅滞なく

業務委託契約書第19条第1項による。

様式-３

4 業務責任者変更通知書 １ 変更後遅滞なく

業務委託契約書第19条第1項による。
変更が生じた場合に、変更理由を記入のうえ提
出する。

様式-４

5
業務責任者経歴書
(当初・変更)

１ 契約締結後遅滞なく

仕様書に定めがある場合に提出する。
該当する本人が記入のうえ提出する。
変更の場合は、変更後遅滞なく。

様式-５

6
「受注者に所属することを証
する書面」届出書
(当初･変更)

１ 契約締結後遅滞なく

健康保険被保険者証、住民税特別徴収税額通知
書等により雇用関係が確認できるものの写しを
添付する。
変更の場合は、変更後遅滞なく。

様式-13

7 職務分担表 １ 契約締結後遅滞なく

仕様書に定めがある場合に提出する。

様式-14

8 内訳明細書 1 監督職員の指示による

仕様書に定めがある場合又は監督職員より指示
がある場合
※監督職員が指定する様式により作成

※

9 再委託承諾申請書 １
業務の一部を再委託さ
せようとするとき

【共通】
業務委託契約書第16条による。 様式-16

10 再委託業者通知書 １
再委託業者契約締結後
遅滞なく

【共通】
業務委託契約書第16条による。 様式-17

11 業務計画書 １ 契約締結後15日以内

業務計画書の記載内容については、事前に監督
員と協議し、承諾を得ること。打合せ時に要す
る部数を別途用意すること。

様式-18

12 業務打合せ書 １ 打合せの都度
業務委託契約書第3条による。
発注者と受託者の間で指示等及び協議の内容を
とりかわす書面。

様式-19

13 貸与品借用書 １ 引渡日から7日以内

業務委託契約書第22条第2項による。

様式-22

14 貸与品返納書 １ 貸与品返納日

業務委託契約書第22条第4項による。

様式-23

15 事故報告書 １ 事故発生後速やかに

業務委託契約書第5条第1項による。
業務履行中に事故が発生した場合には、直ちに
監督員に通報するとともに、事故報告書を提出
する。

様式-24

16 履行期間延長請求書 １
延長の必要が生じた場
合。ただし、完成期限
14日以前

業務委託契約書第28条による。

様式-25

17 部分払(第 回中間)検査願 １ 出来高基準年月日以降

業務委託契約書第39条第1項に基づき検査を希
望する場合。 様式-29

18 業務完了通知書 １ 業務完了の日

業務委託契約書第36条第1項による。

様式-31

19 業務成果引渡書 １ 引渡しの日

業務委託契約書第36条第4項に基づき引渡しを
行うとき。(※検査合格日) 様式-32

20
業務委託検査指示事項
処置確認書

１ 処置完了後速やかに

検査で処置等の指示を受けた場合に作成し提出
する 様式-34

21 請求書 １ 検査合格後速やかに

業務委託契約書第38条第1項及び第39条第5項に
基づき請求する場合。 様式-35

大阪広域環境施設組合業務委託提出書類一覧表【共通指定様式】

◎提出期限については、特記仕様書等に定めがある場合を除き、土曜日・日曜日・祝日を含む。

【経常型（契約の目的が行為の給付であるもの）･単価契約･長期継続契約】 （令和元年10月１日 改正）

共通指定様式【経常型･単価契約･長期契約】



工　　　種 種　別・形状寸法 数 量 単位 単　価 金　　額 備　　考

樹 木 保 全 工
草刈(集草･積込･運搬含む)
機械人力併用（機械：人力＝8：
2）を想定

2,920 ｍ2

樹 木 整 枝 工
低･中木剪定
(積込･運搬含む)
(寄植)

1,175 ｍ2

樹 木 防 除 工
中木　防除
(使用薬剤含)
樹高100cm以上200cm未満

60 本

1式

1式

1式

業務委託費総額

現場管理費

業務委託原価

一般管理費

業務委託価格

消費税及び地方消費税額

純業務委託費

令和４年度　平野工場樹木維持管理業務委託 内訳明細書

直接業務委託費計

共通仮設費



N.T.S縮  尺 令和4年4月 図番 1/2

委託名称 令和４年度平野工場樹木維持管理業務委託

大 阪 広 域 環 境 施 設 組 合 平 野 工 場

図面名称 付近見取図

付 近 見 取 図
大阪広域環境施設組合 平野工場

大阪市 平野区瓜破南１－３－１４



縮  尺 N.T.S

委託名称 平野工場樹木維持管理業務委託

大 阪 広 域 環 境 施 設 組 合 平 野 工 場

令和４年　４月 図番 2/2

図面名称 維持管理作業平面図維 持 管 理 作 業 平 面 図
○ブロック 作業対象箇所を示す

凡 例

環境局 東南環境事業センター

阪
神
高
速
道
路(

松
原
線)

Ｄブロック
Ｇブロック

寄植191.79㎡

Ａブロック

寄植43.93㎡

Ｂブロック

環境施設組合 平野工場

工場本館棟

Ｃブロック

寄植15.17㎡

Ｈブロック
寄植299.06㎡

Ｉブロック

Ｆブロック

寄植30.84㎡

Ｅブロック

寄植186.77㎡

工場本館棟

Ｂブロック

寄植365.67㎡

Ｊブロック（2階）

寄植41.77㎡

Kブロック

中木防除30

本

Lブロック

中木防除

30本

作業数量総括表
作業名 種別 単位 数量 作業ブロック 作業回数１回

機械人力併用　Ｈ－１．０ｍ内外

（積込・場内運搬含む）

樹木防除工　樹高 100cm以上200cm未満

（中木　防除 使用薬剤含）

機械・人力併用　

（機械 ： 人力＝８ ： ２）

中木防除 本 60 K・L 作業回数１回

寄植剪定 ㎡ 1175 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ・Ｆ・Ｇ・Ｈ・J 作業回数１回

草刈り（１） ㎡ 2920 Ａ・Ｂ・Ｃ・D・Ｅ・Ｆ・Ｇ・Ｈ・I・Ｊ 作業回数1回


